
第３回吉見町立学校適正規模等検討委員会 次第 

 

 

                   日 時：令和３年９月２８日（火） 

                       午前８時５０分～ 

                   場 所：東第一小学校／東第二小学校 

 

 

１．開    会 

 

２．委員長あいさつ 

 

３．議    事 

（１）前回会議録の承認 

（２）その他 

 

４．東第一小学校（９：００～） 

  （１）校長あいさつ 

  （２）校内見学 

  （３）東第一小学校の概要説明 

  （４）質疑応答 

 

５．東第二小学校（１０：３０～） 

  （１）校長あいさつ 

  （２）校内見学 

  （３）東第二小学校の概要説明 

  （４）質疑応答 

 

６．その他 

 

７．閉    会 

 

 

【配布資料一覧】 

（１）第１回及び第２回吉見町立学校適正規模等検討委員会会議録 

（２）吉見町立小中学校の将来像に関する資料【資料１】 

（３）吉見町の学校教育に関する保護者アンケート調査結果について【資料２】 

（４）小中一貫教育に関する資料【資料３】 

（５）東第一小学校 令和３年度学校要覧 

（６）東第二小学校 令和３年度学校要覧 
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 吉見町立小中学校の将来像に関する資料  

吉見町立学校適正規模等検討委員会  

 

資料１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童生徒数の推移   ２０２１年       ２０３０年        ２０４０年 

             (現在)          (9 年後)        （19年後） 

小学生     650 名          456名          352名 

中学生    366 名          285名           220名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吉見町には、現在小学校６校、

中学校１校があります。左の数

字は、小学校６校の合計と中学

校の児童生徒数です。 

１9 年後は現在の児童生徒数の

ほぼ半数（約４4％減）になるこ

とが見込まれています。 

本町の小中学校（児童生徒数）の現状と今後の見通しについて  

 

（見込み） 

※2030年、2040年の児童生徒数は、吉見町人口ビジョン(平成 27年 10月発行)に基づく推計値です。 

 

※2021年(現在)の小学校、中学校の児童生徒数は、令和 3 年９月 28日現在の人数です。 

 

https://ord.yahoo.co.jp/o/image/RV=1/RE=1527136689/RH=b3JkLnlhaG9vLmNvLmpw/RB=/RU=aHR0cDovL2ltZzAxLmdhaGFnLm5ldC8yMDE1MDkvMDJvL2dhaGFnLTAwMDA3MTg1NjMucG5n/RS=%5eADBUJVCEaFob2x_WTELKxypw8ETzUA-;_ylt=A2RCKwEx8ARbBmUAqxmU3uV7
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【学校の適正規模に関する国の基準】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○小学校標準学級数  １２学級～１８学級（１学年 ２学級～３学級） 

○中学校標準学級数  １２学級～１８学級（１学年 ４学級～６学級） 

○通学距離      小学校でおおむね４㎞以内 

           中学校でおおむね６㎞以内 

 
《参考》   学校規模・学級編制についての法令上の定義 

【学校教育法施行規則】 

第四十一条 小学校の学級数は、十二学級以上十八学級以下を標準とする。ただし、地域の実態その他により特別の事情 

のあるときは、この限りでない。 

第四十二条 小学校の分校の学級数は、特別の事情のある場合を除き、五学級以下とし、前条の学級数に算入しないものと 

する。 

第七十九条 第四十一条から第四十九条まで、第五十条第二項、第五十四条から第六十八条までの規定は、中学校に準用す 

る。この場合において、第四十二条中「五学級」とあるのは「二学級」と、（中略）読み替えるものとする。 

 

【義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令】 

（適正な学校規模の条件） 

第四条 法第三条第一項第四号の適正な規模の条件は、次に掲げるものとする。 

一 学級数が、小学校及び中学校にあつてはおおむね十二学級から十八学級まで、義務教育学校にあつてはおおむね十八 

学級から二十七学級までであること。 

二 通学距離が、小学校にあつてはおおむね四キロメートル以内、中学校及び義務教育学校にあつてはおおむね六キロメ 

ートル以内であること。 
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＜小・中学校＞ 

小学校         中学校 

同学年の児童で編制する学級   ３５人(１～３年生）  ３８人(１年生) 

（埼玉県学級編制基準による）    ４０人(４～６年生）   ４０人(2・３年生) 

複式学級（引き続く２の学年）           １６人                ８人 

（１年生を含む場合８人） 

特別支援学級                          ８人                 ８人 

【学級編制の考え方】 

○学級編制の標準 

原則として、学級は同学年の児童生徒で編制するもの。ただし、児童生徒数 

が著しく少ないか、その他特別の事情がある場合においては、数学年の児童生 

徒を１学級に編制することができる。学級編制の標準は、１学級あたりの人数 

の上限を示したもの。したがって、学年ごとの児童生徒数を標準の人数で除して得た数（１未満の端数切り上げ） 

が当該学年の学級数になる。 

（例） ３５人の学年→ １学級〔３５人〕    ６５人の学年→ ２学級〔３２人、３３人〕 

【個別の学校の実情に応じた学級編制の弾力的運用】 

○学級編制は、通常、年度始めの都道府県が定める基準日における児童生徒数に基づいて行われるが、個別の学校 

ごとの実情に応じて、児童生徒に対する教育的配慮の観点から、市町村別の教職員定数等の範囲内で学級編制の 

弾力的な運用が可能。 

《参考》 

○小学校設置基準（文部科学省令） 

（一学級の児童数） 

第四条 一学級の児童数は、法令に

特別の定めがある場合を除き、四十

人以下とする。ただし、特別の事情

があり、かつ、教育上支障がない場

合は、この限りでない。 

（学級の編制） 

第五条 小学校の学級は、同学年の

児童で編制するものとする。ただ

し、特別の事情があるときは、数学

年の児童を一学級に編制することが

できる。 
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公立小学校の学級編成を35人に引き下げる「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法

律の一部を改正する法律案」が令和３年３月３１日に成立し、令和３年度から5年かけて1クラスあたり35人に引

き下げることになりました。 

なお、令和２年度までの義務標準法（公立義務教育諸学校の学級編制および教職員定数の標準に関する法律）で

は、1クラスの上限は小学1年生のみ35人、小学2年生～中学3年生は40人とされています。また、埼玉県学級編

成基準では、小学校２年生についても、３５人としています。 

 

 

 

 

 

小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６

令和３年度 令和３年度

令和４年度 令和４年度

令和５年度 令和５年度

令和６年度 令和６年度

令和７年度 令和７年度

４０人学級(令和３年度の小３以上は

35人学級35人学級

小学校の１クラス上限人数（国） 小学校の１クラス上限人数（埼玉県）

卒業まで引き下げの対象外)

４０人学級(令和３年度の小３以上は卒業

まで引き下げの対象外)
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【小規模校のメリット】 

 ○ 一般に小規模校には下記のようなメリットが存在すると言われています。 

① 一人一人の学習状況や学習内容の定着状況を的確に把握でき、補充指導や個別指導を含めたきめ細かな指導 

が行いやすい 

② 意見や感想を発表できる機会が多くなる 

③ 様々な活動において、一人一人がリーダーを務める機会が多くなる 

④ 複式学級においては、教師が複数の学年間を行き来する間、児童生徒が相互に学び合う活動を充実させるこ 

とができる  

⑤ 運動場や体育館、特別教室などが余裕をもって使える 

⑥ 教材・教具などを一人一人に行き渡らせやすい。例えば、ＩＣＴ機器や高価な機材でも比較的少ない支出で 

全員分の整備が可能である 

⑦ 異年齢の学習活動を組みやすい、体験的な学習や校外学習を機動的に行うことができる 

⑧ 地域の協力が得られやすいため、郷土の教育資源を最大限に生かした教育活動が展開しやすい 

⑨ 児童生徒の家庭の状況、地域の教育環境などが把握しやすいため、保護者や地域と連携した効果的な生徒指 

導ができる 

 

（文部科学省『公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引き』より引用） 

 

 

 

※1 複式学級：２つ以上の学年で１つの学級をつくる学級編制 
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【小規模校のデメリット】 

 ○ 一般に小規模校には下記のようなデメリットが存在すると言われています。 

① クラス替えが全部又は一部の学年でできない 

② クラス同士が切磋琢磨する教育活動ができない 

③ 加配なしには、習熟度別指導などクラスの枠を超えた多様な指導形態がとりにくい 

④ クラブ活動や部活動の種類が限定される 

⑤ 運動会・文化祭・遠足・修学旅行等の集団活動・行事の教育効果が下がる 

⑥ 男女比の偏りが生じやすい 

⑦ 上級生・下級生間のコミュニケーションが少なくなる、学習や進路選択の模範となる先輩の数が少なくなる 

⑧ 体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習の実施に制約が生じる 

⑨ 班活動やグループ分けに制約が生じる 

⑩ 協働的な学習で取り上げる課題に制約が生じる 

⑪ 教科等が得意な子供の考えにクラス全体が引っ張られがちとなる 

⑫ 生徒指導上課題がある子供の問題行動にクラス全体が大きく影響を受ける 

⑬ 児童生徒から多様な発言が引き出しにくく、授業展開に制約が生じる 

⑭ 教員と児童生徒との心理的な距離が近くなりすぎる 

 

（文部科学省『公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引き』より引用） 
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【基本的な考え方】 

●学校規模適正化の検討は、児童生徒の教育条件をより良くする目的で行うべきもの。 

●学校統合を行うか、学校を残しつつ小規模校の良さを活かした学校作りを行うか、休校した学校の再開を検討 

するかなど、活力ある学校作りをどのように推進するかは、地域の実情（学校が都市部にあるのか過疎地にあ 

るのか等）に応じたきめ細かな分析に基づく各設置者の主体的判断。 

●コミュニティの核としての学校の性格や地理的要因・地域事情等に配慮する必要。特に過疎地など、地域の実 

情に応じて小規模校の課題の克服を図りつつ小規模校の存続を選択する市町村の判断も尊重。 

 

（文部科学省『公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引き（要旨）』より引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少人数の学校の良さを 

生かすなど、右記の対策以

外にも、少人数となった学校

の良さを生かした教育の展開

や、学区の変更なども考えら

れます。 

学校の再編 
学校を統合して、より規模

の大きい学校とする方法。 

施設の複合化 
学校と公民館・学童などを統

合し、複合施設とする方法。 

小中一貫校 
小中学校を統合し、９年間を通

した教育を行う方法。 

学童保育 公民館 
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   【 提言１ 学校規模・学級編制 】 
 

【 提言２  望ましい学校規模の確保と将来の学校配置の方向性 】 

【 提言３ 老朽化した学校施設への対応 】         

 

国の基準にあるように、小学校はクラス替えができ、同学年の教員同士で学習指導等についての相談、研究、

協力などができる各学年２学級以上、中学校ではクラス替えができ、授業時数の多い教科（国語・社会・数学・

理科・英語）に複数の教員を配置できる各学年３学級以上を確保することが望ましい。また、１学級の人数は、

吉見町の実態を考慮し、より良い教育環境を構築する視点から、３０人以下とすることが望ましい。 

本町においては、将来的に望ましい学校規模を確保する方策として、特に小学校の学校規模については、小学

校同士の統合、あるいは小学校と中学校を再編しての小中一貫教育を実施することなどを検討する必要がある。

同時に、児童数の減少が著しい小学校においては、将来の学校配置について、できるだけ早い時期から検討を開

始することが望ましい。 

学校施設は、安全・安心を最優先に子どもの学習環境、生活環境に十分配慮し、快適性、機能性、効率性等

の観点から整備・充実していくことが望ましい。長期的には、将来の本町における適正な学校規模や学校配置

などを検討し、財源確保や学校の統合再編、地域のコミュニティ活動や防災対策の拠点なども含め、計画的な

整備、利用計画を作成することが望ましい。また、短期的には、現在の老朽化した施設について、特に安全

性、快適性の観点から整備をすることが望ましい。 










